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今回の北京オリンピック 2008 での「スエマエ」「オグ

シオ」の活躍をピークに、これまでにないバドミントン

人気を博している。このブームを一過性にしないため

には、これからも勝ち続けなければならず、今後、オ

グシオやスエマエをしのぐ選手の育成が必要とされる。

平田・中村（2006 年）が「トリプル・ミッション理論」のな

かで、競技の発展のための「勝利」の重要性について

述べているように、今後はさらなる強い「バドミントン日

本」の体制づくりが必要になる。この強い「バトミントン

日本」の体制によってもたらされる勝利こそが急務で

あり、勝利を「牽引車」としてバドミントン競技の発展に

つなげるべきだと考える。しかし、日本のバトミントンの

強化体制はまだ一応の確立を見たとは言い難い。 

筆者は30年間バドミントンの指導者として現場に携

わり、1997 年～1999 年まで日本ナショナルチームの

女子監督を務めた。その間、列強といわれる国の選

手強化の実際を目の当たりにした。そこで、列強とい

われる国々の強化体制等と比べて、日本のナショナ

ルチームの強化体制に不備を感じていた。 

そこで、本研究は、「日本バドミントンの現状」と「問

題意識」を踏まえ、オリンピックをはじめとする国際試

合でメダルを奪取すべく、日本の現状と列強国の強

化スタイルについて調査し、日本がとるべき強化体制

（策）について考察することを目的とした。 

第 1 章では緒言として、「日本バドミントンの現状」

「問題意識」「本研究の目的」の 3 つの項目から、本研

究に至る経緯と目的を明らかにした。 

第 2 章では研究手法として、まず世界の列強といわ

れる国をオリンピックの成績と直近のワールドランキン

グより調査し、中国、インドネシア、マレーシア、デンマ

ーク、韓国の 5 カ国を抽出した。 

「強化体制」を「ナショナルチームの体制」、「選手・

コーチの生活環境」、「国内の試合との兼ね合い」の 3

つの観点に分類し、上記の５カ国の「強化体制」を調

査するとともに、同様に日本の強化体制も調査するこ

とで、日本の現体制の不備を明らかにすることを記し

た。 

第 3 章では結果として、日本の強化体制と成績に

ついて「日本ナショナルチームの戦績と変遷」、「ナシ

ョナルチームの体制」、「選手・コーチの生活環境」、

「国内の試合との兼ね合い」について調査・検証を行

った。また同様に、列強 5 カ国の強化体制と成績につ

いて、上述した日本の体制と比較可能な項目につい

て調査・検証を行った。 

調査結果から、三つの強化体制に類型化できた。

第一に中国、マレーシア、インドネシアが属する「国家

＝協会型」、第二に韓国、日本が属する「協会と企業

協調型」、第三にデンマークが属する「協会とクラブ協

調型」である。 

さらに結果を検証すると、メダルを獲得している列

強 5 カ国と日本の強化体制には「選手・コーチの生活

環境」、「国内の試合との兼ね合い」においてもいくつ

かの相違点があることが明らかにされた。 

第 4 章では考察として、第 3 章の「ナショナルチー

ムの体制」、「選手・コーチの生活環境」、「国内の試

合との兼ね合い」の 3 点の調査結果から、列強 5 カ国

の強化体制と日本の強化体制における問題点の考

察を進めた。 

「ナショナルチームの体制」からは、ナショナルチー

ムの活動拠点と活動日数、及びコーチング体制にお

いて、日本のナショナルチームは有力企業の意向を

反映した体制であることを考察した。「選手・コーチの

生活環境」からは、給料と遠征費の負担等から、ナシ

ョナルチームへの帰属意識が低く、企業色が濃くなっ

ていることを考察した。「国内試合との兼ね合い」から

は、列強 5 カ国に比べ、日本は日本リーグ等の国内

試合を優先していることから、世界で「勝利」するため

の最良の体制をとってはいないことを考察した。 

さらに、上記 3 点からの考察を総合して、以下のよう

にまとめた。 



列強 5 カ国は共通して、高い完成度をもった強化

体制が確立されている。そのことが、オリンピックのメ

ダル奪取等において結実されている。それら列強国

に比べて、日本の強化体制はまだ確立されていない

「体制作りの段階」であるといえる。現状の成績に安ん

じることなく、世界で「勝利」するためには早急な強化

体制の改革が必要とされる。 

また、その考察を踏まえて、今後「強い日本」になる

ために、実現可能な 3 つの施策案を提示した。 

第 5 章では結論として、第 1 章～第 4 章までのまと

めを記した。 

本研究が一人でも多くのバドミントン関係者の目に

触れることによって、今後のバドミントン競技の発展に

寄与できることを切望する。 

 

 

 


